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安全問題研究会が考える「私の北海道鉄路再建策」 

 

２０１７．７．１５ 

                                    安 全 問 題 研 究 会          

 

＜この再建策を公表した経緯＞ 

 2017 年 7 月 1 日札幌、及び 7 月 2 日苫小牧で連続開催された「北の鉄路を守る集会」で、メインゲ

ストの保母武彦・島根大名誉教授の講演があった。保母名誉教授は、大規模「環境破壊事業」の代名

詞だった宍道湖中海干拓事業を中止させる上で中心的役割を果たした人物である。 

 

＜保母名誉教授の講演要旨＞ 

・ 闘いは勝つ戦略が必要。これを持たず「ただ運動」ではダメ。 

・ 生活権のひとつとしての交通権を、憲法に基づき主張することが必要。 

・ 地方創生とは「やる気のある地方」だけを引き上げ再生させるためのもの。創生に名を借りた地 

方切り捨てであり、ここから真の地方再生は生まれない。 

・ 分割民営化の総括が必要。 

・ 「北海道公共交通基本条例」を提起する必要。憲法・地方自治法に基づくレファレンダム（条例 

制定請求権）を使って道に条例を作らせる（地方自治法では有権者総数の 1/50 以上の署名で提起で 

きる）。 

・ バス転換は地域の不満をそらすために出ているだけであり、いずれバスも廃止になる。 

・ ８割以上の圧倒的な世論を作る。宍道湖ではこれで干拓事業を中止できた。この世論の力を背景 

に専門家を交え科学的に議論し方針を作る。「私たちの要求は正当だ」「困っている」だけでは突 

破できない。 

・ （会場質問に答えて）知事の役割は、国の制度だからといって国任せにせず、自治体を住民世論 

に基づいて動かしていくこと。中海干拓、長良川河口堰反対運動はこの例。地域が変われば国も変 

わらざるを得ない。 

 

＜講演を聴いての感想と道内の情勢＞ 

 これまで、ＪＲ北海道の路線問題に関しては、道民世論、識者の意見ともに大きく２つの立場に分

かれていた。①国の政策の失敗（分割民営化のスキーム・経営安定基金の運用益減少）が今日の事態

の原因なのだから、国に責任を取らせるべき、②地方が主体になって知恵もカネも出し、汗もかかな

ければ路線は維持できない。国を待っていてももうカネもアイデアも出ず、地方で解決すべき――で

ある。しかし、日高本線の不通から２年半、ＪＲ北海道による「維持困難路線」公表から１年弱の時

間が経過する中で、次第に②（地域主体での解決論）の意見が優勢になってきている。識者の意見も

地域の主体性を求める声が多い。 

 

＜地域が主体となって鉄道維持策を構想することにより得られるメリット＞ 

 鉄道以外の公共交通（道路、空港、港湾）には上下分離が導入され、インフラ部分（下）には費用

対効果の検証も行われないまま、膨大な国費が投入される一方、鉄道だけが上下一体、かつ採算性原

理の徹底を求められ、不採算路線に廃止が突きつけられている現状は不公平であるとともに、こうし
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た不公平を当然の前提として議論が進む現状には忸怩たる思いがある。 

 しかしながら、政治情勢が厳しい（自民党政権下の首相交代の可能性はあっても政権交代の可能性

は当分の間、見込めない）中で、ルール（法律、スキーム）を決める権限が道民及び道内諸勢力に与

えられていない以上、当研究会としては、道内諸勢力が知恵と力を結集して、みずから鉄路を残すた

めの方策を示すことも必要であると考える。 

  鉄道路線の維持を含めた公共交通の将来のあり方を、道民みずから知恵を結集させ構想することに

は多大な苦労を伴うが、こうした経験を積むことは、必ず道民にとって将来の政治的財産になる。同

時に、努力もせず、税金投入を当然視して漫然と過ごしている道路族に対し、鉄道を維持したいと考

えている諸勢力が優位に立つ意味からも、もはや避けて通ることができない道である。 

  また、日本人の国民性として「努力しない者は助けない」という考え方が非常に強い。日本が新自

由主義を廃棄し、助け合いと共生の社会へ転換する上で、この国民性が最大の妨げとなっている。中

長期的にはこうした国民意識を変える必要があるが、ＪＲ北海道の財政悪化への対処は緊急課題であ

り、国民意識の変化を待てない以上、道内外からの共感と支援を獲得するためには道民がみずから主

体となり、努力する姿を見せることも必要である。 

  以上のような認識の下に、当研究会は、中央に頼らない地域主体の再建策をここに示すこととする。 

 

＜地域主体で鉄路再生を図るための基本方針＞ 

・ 鉄道事業者でありながら鉄道事業からの段階的撤退以外の方策を持たないＪＲ北海道は当事者能 

力を喪失しており、この会社を維持したままでは鉄路再建はできない。このため、ＪＲ北海道を破 

たん処理の上清算、新事業体を設立する。これにより、新事業体はＪＲ会社法（旅客鉄道株式会社 

及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律）の適用から外れることができるため、経営方針の策定・ 

変更のたびに必要だった国の認可が不要となり、経営の自由度を高めることができる。 

・ 国鉄時代の営業政策の失敗により、かつて貨物は不採算の代名詞であったが、トラック台数不足 

や運転手不足などの追い風（外的要因の変化）により、鉄道の貨物輸送に占めるシェア及び鉄道貨 

物の採算性は今後確実な向上が見込まれる。こうした中、儲かる貨物の利益は全国１社制のため中 

央に吸い上げられる一方、儲からない旅客輸送の赤字だけが地域分割のため北海道に押しつけられ 

るという二重の搾取構造が、北海道の鉄道の経営を自立させる上で大きな障害となっている。国鉄 

分割民営化が生み出したこの二重の搾取構造を打破しない限り、北海道の鉄道の健全経営は成り立 

たない。旧国鉄時代と同じように旅客・貨物を一体に戻し、儲かる貨物部門の収益で儲からない旅 

客部門を支える新たな内部補助の仕組みを導入する。 

・ 新事業体は公的関与の度合いを高める必要がある。欧州諸国では、公有鉄道の経営を連邦政府・ 

中央政府でなく州政府が行っている例が多く、新事業体は公有企業、公共企業体を基本に、道及び 

沿線自治体が資本金の大部分を拠出することにより経営にも積極的に関与する非営利事業体とす

る。国の支援は求めず、国による経営介入を排除するための仕組みを導入する。 

・ 新事業体への財政支援に伴う道及び沿線自治体の財政悪化を防ぐため、総務省との協議の上、道 

及び沿線自治体が独自財源（地方税）として「環境税」を導入。課税対象は自動車とし、ここから 

新事業体に対する財政支援の財源を捻出する。 
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＜具体的な制度設計のイメージ＞ 

・ ＪＲ北海道の清算後に設立する新事業体は「北海道鉄道公社」（仮称）とする。新事業体は、経 

営上の意思決定を民主的に行うため「経営委員会」を設置し、委員の少なくとも半数を市民、利用 

者、労働者代表とする。国による経営介入を排除するため、国と利害関係にある者及び官僚の前歴 

のある者（天下り）の経営委員就任を禁止する。 

・ 新事業体は、経営委員会の指揮下に公共企業体として置かれる。道及び沿線自治体は、経営委員 

会の判断を尊重するとともに、新事業体に独立採算制を求めず、安全及び路線が確保されるよう必 

要な資金を拠出する。また、新事業体に欠損が生じた場合には、年度ごとにその欠損を補てんする。 

これは、欠損を放置し、金利負担が累積した旧国鉄の反省を踏まえた措置である。 

・ 新事業体は、ＪＲ貨物から貨物の経営権を引き継ぎ、旅客・貨物を一体経営する。 

・ 運賃・料金の決定に当たっては国鉄時代の４原則（旧「国有鉄道運賃法」による４つの基本原則） 

を参考とする（①公正妥当なものであること、②原価を償うものであること、③産業の発達に資す

ること、④賃金及び物価の安定に寄与すること）。農産物の道内～道外間輸送に関しては、鉄道に

代わりうる陸上輸送手段がないことから、新事業体では不採算の旅客部門を支えられる程度に貨物

運賃を値上げする。 

・ 新事業体の職員の身分は公務員またはこれに準じたみなし公務員とする（従来の公務員の常識に 

とらわれず、ストライキ権は付与）。給与は道内の公務員に準じて経営委員会が決定することを原 

則とするが、経営委員会と労働組合との交渉によって定めることを妨げない。 

・ ＪＲ貨物労働者の給与水準は本州３社より低い水準にあり、新事業体が職員給与を道内公務員に 

準じて定めれば、ＪＲ貨物労働者の移籍が期待できる。 

 

＜その他、新事業体での具体的な鉄道運営のイメージ＞ 

・ 輸送密度が低いにもかかわらず、経営を維持している鉄道事業者は、客単価を上げる営業政策を 

採っている（前田忍・大井川鐵道社長）。外国人観光客（インバウンド）の人気観光地として、北 

海道訪問客数が右肩上がりの状況にもかかわらず、ＪＲ北海道時代は料金不要の普通・快速列車ば

かり増発し、グリーン車も連結しないなど、商品である列車を“安売り”し過ぎた。こうした反省

を踏まえ、新事業体では、特に競合交通機関のない路線・区間を中心に、積極的に特急列車を運転

し、グリーン車を連結するなど、客単価を上げる営業政策を展開する。 

・ 特急用ディーゼルカーのエンジンだけで１０種類もあるような旧ＪＲ北海道時代の高コスト・非 

効率な経営を改め、車両形式の統一を進める。車両の保守・メンテナンスの方法を統一でき、部品 

の使い回しができるなど、車両形式の統一には多くのメリットがある。 

・ 旅客・貨物を一体化することで、機関車の有効利用を進める。メンテナンスに手間がかかる気動 

車を廃止し、ＪＲ貨物のＤＦ２００型ディーゼル機関車を導入。札幌近郊の電車区間を除く全列車 

に客車方式を導入し、ＤＦ２００型を旅客・貨物で共通運用する。このようにすることで、新事業 

体では札幌近郊で運用される電車と、ＤＦ２００型、客車、貨車の整備のみで済むようになり、車 

両整備コストを大幅に下げることが可能になる。 

 

                                                                           （以 上） 


